





















理』（Discussion Memorandum, Distinguishing between Liability and Equity Instruments and 
Accounting for Instruments with Characteristics of Both）が公表され、当該問題に関する議論が
始まった。近年の基準設定では、国際会計基準審議会（IASB）および FASB により、「資本



















要な焦点であるという考え方が基礎となっている」（Schroeder et al. 2001, 443；訳書，544）。
IASB が 2008 年に公表した予備的見解『財務報告に関する改訂概念フレームワーク：報告エン
ティティー』（Preliminary Views on an improved Conceptual Framework for Financial Reporting: 







































2007 年に公表した予備的見解『資本の性質を有する金融商品』（Preliminary Views on 
Financial Instruments with Characteristics of Equity）（FASB 2007）において、またその後の
IASB および FASB の議論において検討されていた主要な 4 つのアプローチ、ならびに欧州
財務報告諮問グループ（EFRAG）が 2008 年に公表した討議資料『負債と資本の区分』






















曖昧になるという指摘も存在する（AAA FRPC 2009, 88-90）。ここで、基本的所有商品には、
残余財産の割合的請求権（a percentage of the assets of the entity）に関してはその上限も下





所有 ･ 決済アプローチ（Ownership-Settlement Approach）のもとでは、（a）基本的所有商
品、（b）その他無期限商品（7）、および（c）基本的所有商品の発行によって決済される間接











期待結果再評価アプローチ（Reassessed Expected Outcomes Approach）のもとでは、所
有・決済アプローチと同様、保有者のリターンの性質によって分解されその分類が決定され
る一方で、所有・決済アプローチとは異なり、その分解は確率によって加重平均した結果に








FASB（2007）が公表されたのちも、IASB および FASB によって議論は継続されており、





済されるものであっても負債に分類されることとなる（IASB 2009b, par. 1）という問題が生
じるため、それを解消するために、IASB（2009b）においてアプローチ 4.1 が提案された。

















て表示される」（EFRAG 2008, par. 4.16）と定義されている。つまり、企業が損失を負担する
ような場合に、純資産に関する請求権が減少するような金融商品または当該金融商品の一部
は資本に分類され、他方、請求権が企業の損失によっても減少しない場合には、当該金融商
品は負債に分類される（FASB 2007, par. E11）。損失吸収アプローチでは、既存の概念フレー
ムワークとは異なり、損失吸収資本および非損失吸収資本の区分をもとに、負債および資本
の区分を行っている（EFRAG 2008, par. 4.20）。つまり、損失吸収資本を資本として先に定義
し、非損失吸収資本をその残余として負債に分類することとしているのである。本アプロー
チは、FASB（2007）の段階では開発途上であり、より開発が進んだ場合には再度議論を行









て開発することは非常に困難であると考えられる。現に、IASB および FASB の議論におい












































































































の区分が有用であるという指摘も存在する。かかる視点は、IASB が 2008 年に公表した予備




































































































































































































































































（3） たとえば、ASBJ（2006）では、「純資産とは、資産と負債の差額である」（第 3 章第 7 項）とされてお
り、他も同様である（たとえば、IASB（2010c, par. 4.4（c）））。
（4） 基本的所有商品とは、（a）企業の清算を仮定した場合に、最劣後の請求権を有しており、（b）当該請求
権内において割合的優先権を有しているような金融商品をいう（FASB 2007, par. 18）。普通株式を指し
ていると考えられる。
（5） AAA FRPC（2009, 90）では、劣後を決定する優先権には（1）法的劣後に基づく優先順位、（2）清算時
における優先順位、および（3）希薄化に基づく優先順位が存在し、FASB（2007）のいう「再劣後」と
いうのはいずれを指しているのかが不明確であると指摘されている。
（6） なお、IASB（2008c）は、デュー ･ プロセスにしたがった公式な文書ではない。
（7） 多くの普通株式および優先株式は無期限商品に該当し、償還性株式のうち、強制償還義務を有するもの、
および、所有者が償還オプションを有するものは無期限商品に該当しないこととなる（FASB 2007, par. 
A3）。
（8） 間接的所有商品とは、基本的所有商品を原資産とするデリバティブ商品または複合金融商品である
（FASB 2007, par. A5）。
（9） 期待結果再評価アプローチによれば、強制的に償還可能またはプット可能な基本的所有商品は現在償還
金額で再測定され（FASB 2007, par. B10）、当該再測定によって生じた利得および損失は、その発生し







である（IASB 2009a, par. A10）。
（12） いいかえれば、取引によって企業が株式を発行し、相手方が株式を取得するという結果になる場合に、
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